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（図表２）賃金改定額の分布 （図表３）改定率の分布
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（表１）2015年 春季賃金改定状況調査結果（加重平均）

業　　　　種

総 平 均

非 製 造 業 平 均

製 造 業 平 均

社 数 改定額 改定率

（円） （円）

（社）　　　　　  （ 円）　　　　　 （％） 社 数 改定額 改定率（社）　　　　　  （ 円）　　　　　 （％）

鉄鋼・非鉄金属
機 械 金 属
電 気 機 器
輸 送 用 機 器
化 学
紙 ・ パ ル プ
窯 業
繊 維
印 刷 ・ 出 版
食 品
その他製 造業

商 業
金 融
運 輸 ・ 通 信
土 木 ・ 建 設
ガ ス ・ 電 気
その他非製造業
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2015年春季賃金改定状況調査 〈最終集計〉
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6,129
4,747
5,837
4,417
5,402
2,916
4,372
4,353
6,113
4,962
5,438

4,622
̶  

2,761
6,042
5,083
4,008

5,014
（4,674）

3,801 
(3,767）

2.12
1.89
2.19
1.88
2.14
1.26
1.69
1.90
2.13
1.90
1.88

1.87
̶ 
1.24
2.38
1.75
1.71

1.95
(1.85)

1.60
(1.60)

7
54
17
6
23
5
9
15
6
9
12

15
̶
28
4
4
9

163

60

5,687
4,730
4,575
4,251
5,028
3,734
3,446
3,392
6,518
4,853
5,632

4,471
̶  

2,271
4,678
3,974
4,800

2.18
1.90
1.88
1.77
1.87
1.59
1.32
1.54
2.33
1.86
2.07

1.85
̶ 
1.10
1.92
1.31
2.01

4,791
（4,495）

3,464
（3,385）

1.89
(1.79)

1.51
(1.48)

（表４）2015年春季労使交渉・中小企業業種別回答状況 [了承・妥結含]（加重平均）
（一社）日本経済団体連合会
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124

総 平 均 240 4,601
(4,383)

1.83
(1.77) 223 4,438

（4,196）
1.80
(1.71)

全国の中小企業の賃金改定状況〈第１回集計〉

240社加重平均4,601円、改定率1.83％

県内企業の賃金改定状況〈最終集計〉

124社加重平均4,505円、改定率1.65％

　当協会は、「2015年春季賃金改

定状況調査（加重平均）」の最終

集計を取りまとめた。（表１）

　県内企業124社から寄せられた

回答(全て集計可能)の改定額平均

は4,505円、改定率1.65％で、昨年

の最終集計結果（3,855円、1.45

％）と比べると、改定額は650円

増加、改定率は0.20％増加した。

　業種別にみると、製造業65社の

改定額平均は5,313円、改定率は

1.92％で、昨年（4,434円、1.60

％）と比べると、改定額は879円

増加、改定率は0 . 32％増加した。

非製造業5 9社の改定額平均は

3,313円、改定率は1.26％で、昨年

（3,176円、1.25％）と比べると、

改定額は1 3 7円増加、改定率は

0.01％増加した。

　改定額の分布では、「6,500円

以上」が26社で最も多く、次いで

「4,000円以上4,500円未満」が15

社、「3,000円以上3,500円未満」

が13社、「2,000円以上2,500円未

満」が12社であった。（図表２）

　改定率の分布では、「2.4％以

上」が28社で最も多く、次いで

「1 .4％以上1 .6％未満」が16社、

「2.0％以上2.2％未満」が14社であった。

　改定の実施内容では、「定期昇給のみ実施し

た」企業が41社で最も多く、次いで「定期昇給と

ベースアップを実施した」企業が40社、「定昇制

度はないが昇給を実施した」企業が24社となって

いる。

　賃金を改定するにあたり最も重視した要素では、

「企業業績」を挙げる企業が73社で最も多く、次

いで「労使関係の安定」が13社、「世間相場」が

12社となっている。

〔最終集計－2015年6月4日〕

〔第１回集計－2015年6月3日〕「2015年春季労使交渉・中小企

業業種別回答(加重平均）」の第

１回集計を発表した。

　調査対象（従業員数500人未満

の全国の中小企業17業種741社）

のうち、245社（33.1％）で回答

が出ており、このうち集計可能

な240社の総平均額は4,601円、改

定率1.83％で、昨年の第１回集計

結果（4,438円、1.80％）と比べ

ると、金額で163円、率で0.03％

増加した。

　業種別にみると、製造業163社

の平均は5,014円、改定率1.95％

で、昨年の第１回集計（4,791円、

1.89％）よりも金額で223円、率

で0.06％増加、非製造業77社の平

均も3 , 801円、改定率1 . 60％で、

昨年（3,464円、1.51％）より金

額で337円、率で0.09％増加して

いる。

　なお、最終集計の公表は7月下

旬を予定している。

　日本経済団体連合会は６月３日、

（表４）

（図表３）

(注) ① 調査対象453社のうち、集計可能な回答のあった124社の数値である。
　　 ② 平均欄の上段は加重平均、下段の(   )内は単純平均である。
　　 ③ 当該業種１社のみの回答の場合は数字を伏せているが、平均には含む。
　　 ④ 2015年から当協会会員名簿に登録された産業分類にて集計している。
 　　　 2014年は新分類に置き換えている。

(注) ① 調査対象は、原則として従業員数500人未満、17業種741社
　　 ② 17業種245社(33.1％)で回答が出ているが、このうち5社は平均金額不明等のため、集計より除外
　　 ③ 上記回答・妥結額は、定期昇給（賃金体系維持分）等を含む。
　　 ④ 製造業平均、非製造業平均、総平均欄の(   )内の数値は、単純平均
　　 ⑤ 2014年の数値は、2014年5月29日付第1回集計結果
　　 ⑥ 集計社数が1社の場合など数字を伏せた業種があるが、平均には含まれる。


